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 ひきこもり支援施策に関する国の動向（自治体への要望事項）                  【報告事項１】          

１



■ひきこもり支援に関する関係府省横断会議
   目的：ひきこもり状態にある方やそのご家族への支援に当たっては、多様な選択肢を用意することが重要であるとの認識の下、各自治体に

    おいて官民を問わない様々な社会資源がより多く参画・連携できる環境を整備するため。

 構成府省：内閣官房、厚生労働省、内閣府、消費者庁、文部科学省、農林水産省、経済産業省
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 ひきこもり支援施策に関する国の動向         

＜第1回＞ 令和３年６月29 日（火）※一部オンライン
内容：①内閣官房孤独・孤立対策担当室
    ・孤独・孤立対策に関する連絡調整会議の実施（1回目：R3.3.12,２回目：R3.4.23,３回目：R3.5.31)
    ・経済財政運営と改革の基本方針2021（R3.6.18閣議決定）
   ②厚生労働省社会・援護局
    ・ひきこもり支援施策（ひきこもり地域支援センター、生活困窮者自立支援制度、就職氷河期世代支援、自治体への要請等）
    ・地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律の概要
                     ※参考資料として、いの町の市町村プラットフォームの事例が紹介された。

＜第２回＞ 令和３年７月27 日（火）※一部オンライン
内容：①ひきこもり支援の先進的な取組について
    ・滋賀県のひきこもり地域支援センターの取組
    ・岡山県総社市におけるひきこもり支援について
   
         ②意見交換

＜第３回＞ 令和３年８月30 日（月）※一部オンライン
内容：① ひきこもり支援の先進的な取組について
    ・高知県安芸市におけるひきこもり支援について
                                                 ～誰もがしあわせになる「農福連携」～ 
    ・ひきこもりなど生きづらさを有する市民への就労支援について
                                                 (大阪府豊中市) 
   ② 意見交換 

■県内の進捗状況

 

 
   

①ひきこもり相談窓口の明確化・周知 ※詳細は「報告事項２」

 ・明確化 県および34市町村の相談窓口を明確化済み。
 ・周 知 R3.10月～リーフレット等により周知を進める予定。

②支援対象者の実態やニーズの把握 
 ・県   R2.6月に実態把握調査を実施済み。
 ・市町村 ７市町村で独自に実態把握を実施済み。（R3.4月国調査への回答結果より）

  ※ 独自調査が未実施の市町村においても、県で実施済みの調査結果を活用したり、
   小規模自治体であるため調査なしで把握は可能だが、相談があった際には関係機
   関と連携し対応にあたっている場合もある。

③市町村プラットフォームの設置・運営
・市町村 （R3.3月国調査への回答結果より）

 設置済み：10自治体、未設置・今後設置予定：24自治体

※未設置の理由としては「市町村プラットフォームの理解が不
足している」「ひきこもり支援（所管課の設置、実態把握等）
が進んでいないため」等が挙がっていた。

   

・県 R3.４～７月にかけて、市町村プラットフォームの考
え方について、市町村訪問時や会議の場で周知。今後、生活
困窮者自立支援機関協議会等も活用し、引き続き市町村プ
ラットフォームに対する理解と設置に向けた促進を図る。
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県内のひきこもり課題や支援のあり方に関す
る検討会を実施。
(開催実績：R元：２回、R２：３回)

高知県いの町の市町村プラットフォームの取組【参考】

■高知県いの町では、従来から設置していたネットワーク「地域自立支援協議会（ひきこもり支援部会）」と「いの町自
殺対策機関ネットワーク」を、就職氷河期世代支援の市町村プラットフォームとして活用

■双方のネットワークの多様な関係機関による連携の下、様々な社会資源を活用できる支援体制を構築

■高知県のひきこもりの人等に対する支援のあり方に関する検討委員会がバックアップ

高知県ひきこもりの人等に対する支援
のあり方に関する検討委員会

社会福祉協議会

【事務局】
いの町ほけん福祉課

いの町

高知市

つなぎ・
情報共有等

厚生労働省作成

○関係機関会議(連携強化等)
・全体会(年１回)
・実務者会議(年２回)
○庁内ワーキングチーム会議

いの町市町村プラットフォーム

市町村プラットフォームの支
援方針等を決める際など必要
に応じて助言等

参画助言

・関係機関へのつなぎ
・地域の課題検討
・困難事例の検討 等

地域自立支援協議会
ひきこもり支援部会

学校、消防、警察、法
律事務所

障害福祉/高齢福祉
サービス事業者

ハローワーク、
商工会、医療機関等

町の関係部署 いの町自殺対策機関
ネットワーク

県精神保健福祉
センタ―

県ひきこもり
地域支援センター

保健所・
保健センター

県福祉保健所

多様な関係機関から
リスクの高いケースなどの情報が
プラットフォームに集まる 
(例)介護サービスの事業者がひきこもり 
の方を発見し支援につなげた

人口22,092人
（令和3年3月末時点）

 ・既存のネットワークを活用したプラットフォームの構築
 ・「いの町ほけん福祉課」がハブとなって、双方のネットワークの関係機関を活用
 ・高知県の検討委員会のメンバーによるバックアップにより、分厚い支援体制を構築

ワン
ポイント

臨床心理士会/
精神保健福祉士協会/

介護支援専門員連絡協議会

県精神保健福祉センター/県
保健所長会

高知労働局/
若者サポートステーション 等

KHJ全国ひきこもり家族
会連合会高知県支部
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